
PCT国際出願制度の特徴・メリット①

各PCT締約国に個別に出願したことと同じ効力が得られる
（国際出願日が各国の出願日とみなされる）

自国特許庁に一つの様式、一つの
言語、一括の手数料で申請
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ＰＣＴはあくまで出願制度であり、「PCT特許」「世界特許」は存在しない
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簡素な出願手続で全PCT加盟国での出願日を確保 ＜出願手続の合理化＋簡素化＞

Ｂ国特許庁

言語Ｂへの翻訳文

実体審査

Ｃ国特許庁

国内移行せず

指定官庁（ＤＯ）
Ａ国特許庁

言語Ａへの翻訳文

実体審査

国
内
移
行

国際段階
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■複数国への出願の最初の手続が簡便にでき、負担が少ない



PCT出願に関する手続の全体像（出願人が国際予備審査請求をする場合）
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国際予備審査

国際調査
調査用写し

先の出願

国際出願

国際予備審査請求書 34条補正

IPER＋附属書類

国内書面（翻訳文等）

国際公開

優先権主張（任意）

ISA見解書ISR

優先権主張がない場合は
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